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第３章 船舶事故等調査の状況

１ 主な船舶事故等調査報告書の概要

平成 22 年に公表した主な調査報告書 5 件の概要を紹介します。

１．事故の概要

① 発生日時：平成 21 年 1 月 12 日（月）11 時 43 分ごろ

② 発生場所：和歌山県白浜町市江埼
い ち え さ き

南西方沖

③ 船舶事故の概要：

引船第八きさ丸（Ａ船、49.75 トン）は、船

長Ａほか 2 人が乗り組み、台船 No.503（台船Ａ、

50ｍ）をえい
．．

航して愛知県三河港蒲郡に向け和

歌山県市江埼南西方沖を航行中、沈没し、乗組

員 3 人全員が行方不明となった。

台船Ａは、同日 13 時 41 分ごろ、漂流してい

るところを発見された。

④ 調査報告書公表日：平成 22 年 3月 26 日

船舶１ 台船をえい
．．

航して航行中、沈没し、乗組員 3 人全員が行方不明

（引船第八きさ丸台船 No.503 沈没） （管轄：東京）

Ａ船船体写真

事故発生場所

調査報告書全文：http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/report/MA2010-3-3_2009tk0002.pdf

紀

伊

水

道

市江埼灯台

11 時 43 分:会社に連絡があった

第八きさ丸の位置

33.28N 135.09.4E

13 時 41 分:台船Ａ発見場所

33.25.3N 135.10.7E
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２．調査の結果

(1) Ａ船引船列

船舶所有者の担当者によれば、通常、Ａ船引船列は、両端がアイ・スプライスの長さ約 100

ｍの合成繊維ロープ（以下「主ロープ」という。）の一端をＡ船のえい
．．

航用フックに掛け、主

ロープの他端を両端がアイ・スプライスの長さ約 45ｍの合成繊維ロープ（以下「スプリング」

という。）の一端と連結していた。また、スプリングの他端と台船Ａの船首部両舷から出され

た長さ約 25ｍの 2 本のワイヤーロープをシャックルで結合して、Ａ船と台船Ａはえい
．．

航索の

長さが約 170ｍのＹ字型となる引船列を構成していた。

(2) 沈没

次のことから、Ａ船は沈没したものと考

えられる。

① 関西空港海上保安航空基地所属の航空

機は、12 時 33 分ごろ市江埼西 18km 付近

に到着し、市江埼南西 26km 付近において

台船Ａを発見したが、Ａ船は発見されな

かったこと。

② 15 時 15 分ごろ、発見された台船Ａの東

方 4.5km 付近において、長さ 30ｍ、幅 5

ｍの白っぽい油が発見されたこと。

(3) えい
．．

航索の切断

次のことから、えい
．．

航索は、Ａ船が沈没する過程でＡ船の重さにより切断したものと考え

られる。

① えい
．．

航中、索に生じる張力は最大で約 10ｔであり、破断した主ロープの引張強さは約 70

ｔで、劣化を考慮してもえい
．．

航張力では破断しないこと。

② 切断部アイにプロペラで切断されたような痕跡はなかったことから、プロペラによる破断

ではないこと。

③ Ａ船の軽荷重量は 110～130ｔであり、破断した主ロープの引張強さ（約 70ｔ）を大きく

上回ること。

④ 平成 20 年 9 月 16 日に納品されたワイヤーロープ 2 本の破断荷重は約 60ｔで、平成 20 年

10 月に出荷されたスプリングの引張強さは約 90ｔであり、平成 18 年 8 月に出荷された主

ロープの引張強さは、2 年間の強度低下 30％を考慮すると約 50ｔとなり、張力が伝わる経

主ロープ(合成繊維ロープ)

（長さ100ｍ、直径70㎜）

スプリング(合成繊維ロープ)

（長さ45ｍ、直径80㎜）

台船No503

アイ

ワイヤーロープ

（長さ25ｍ、直径26㎜）

シャックル

破断

第八きさ丸

主ロープ(合成繊維ロープ)

（長さ100ｍ、直径70㎜）

スプリング(合成繊維ロープ)

（長さ45ｍ、直径80㎜）

台船No503

アイ

ワイヤーロープ

（長さ25ｍ、直径26㎜）

シャックル

破断

第八きさ丸台船Ａ Ａ船

Ａ船引船列状況図

アイ・スプライス

アイ 編み込み部
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路の最も弱いところで切れていること。

(4) 事故時の気象及び海象

和歌山県田辺・西牟婁
に し む ろ

地域に強風・波浪注意報（1 月 11 日 21 時 25 分発表）が発表され、

1 月 12 日 08 時から 12 時にかけて海況は悪化傾向であり、当時、北西の風 9.5～15m/s、波

高 2.2～3ｍと考えられる。

(5) 復原性に関する解析

① Ａ船の復原性

平成 20 年に船舶復原性規則が改正され、平成 21 年以降に建造されたＡ船と同じ長さ及び

航行区域の貨物船には、復原てこの最大値が船幅の 0.0215 倍以上（Ａ船の場合、0.118ｍ以

上）であることが要求される。現存船であるＡ船にはこの規則は適用されないが、Ａ船の

GM※が 0.5ｍであったとすると復原てこの最大値は 0.10ｍ未満であり、この要求値を満足し

ない。Ａ船の GM は不明であるが、重心が比較的高く GM が 0.5ｍ程度であったとすると、類

似の新造貨物船の復原性より劣っていた可能性があると考えられる。

② 事故時の海象・気象下におけるえい
．．

航中のＡ船の横傾斜角

主に波浪による 20°程度の横傾斜、次にえい
．．

航索張力による 5°程度の横傾斜及び影響は

小さいが風圧による 1°程度の横傾斜が生じ、ブルワーク上端が海水に浸かる横傾斜角度

18.7°を超え、大量の海水が打ち込んで甲板上に滞留し、ブルワークが海中に没して抵抗と

なり、復原せずに船内へ浸水し、又は転覆した可能性があると考えられる。

③ 横傾斜角を小さくする操船

船首角度が概ね 60～150°のとき、ブルワーク上端が海水に浸かる横傾斜角度が 18.7°を

超えることから、船首角度を向波又は追い波から斜め追い波とすることにより、ブルワーク

上端を海水に浸けないような横傾斜の範囲で航行できたものと考えられる。

(6) 浸水時の浮力

和歌山県潮岬沖で起きたＡ船同型船の沈没事故と同様に、横傾斜が大きくなり、又は転覆

し、上甲板左舷側出入口の隙間、機関室上部の通風筒等から浸水して、浮力を喪失したこと

により、沈没したものと考えられる。

３．事故の原因

本事故は、和歌山県田辺・西牟婁地域に強風・津波注意報が発表され気象及び海象が悪化す

る状況下、Ａ船引船列が市江埼南西方沖において航行を続け、Ａ船が、波浪等により転覆又は

大傾斜をしたため、船内に海水が流入して浮力を喪失し、沈没したことにより発生した可能性

があると考えられる。

Ａ船が、転覆又は大傾斜したのは、波浪、えい
．．

航索張力及び風圧の複合的な影響により、ブ

ルワーク上端が海水に浸かる横傾斜角を超えて傾斜し、大量の海水が打ち込んで甲板上に滞留

したことから、ブルワークが海水に没して抵抗となり、復原しなくなったことによる可能性が

あると考えられる。

えい
．．

航索張力による横傾斜を生じたのは、Ａ船が斜め向波となる針路として航行したことに

よる可能性があると考えられる。

※ GM(横メタセンタ高さ)とは、船体を小角
度横傾斜させたときの浮力の作用線と
船体中心線の交点(M:メタセンタ)と重
心(G)の距離をいい、船舶の復原性は GM
の大きさで表わすことができます。 B:浮心
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１．事故の概要

① 発生日時：平成 21 年 1 月 11 日（日）10 時 17 分ごろ

② 発生場所：岡山県笠岡市真
ま

鍋島
なべしま

南西沖

③ 船舶事故の概要：

旅客船さかもと３（Ａ船、11 トン）は、船長

Ａほか甲板員Ａが乗り組み、旅客 28 人が乗船し、

岡山県笠岡市真鍋島から笠岡市六
む

島
しま

に向けて航

行中、真鍋島南西沖において船体が縦に動揺した

際に旅客 2 人が重傷を負った。

④ 調査報告書公表日：平成 22 年 4月 23 日

２．調査の結果

(1) Ａ船の事故発生日の運航状況等

Ａ船は、有限会社さかもと交通（以下「Ａ社」という。）が所有する旅客船で、通常、瀬渡

し又は海上タクシーとして運航されているが、平成 21 年 1 月 11 日、六島航路有限会社（以

下「Ｂ社」という。）に用船され、臨時に六島～真鍋島の定期旅客航路（以下「本件航路」と

いう。）に就航することとなった。

船舶２ 航行中、真鍋島南西沖において船体が縦に動揺した際に、旅客 2 人が重傷
（旅客船さかもと３旅客負傷） (管轄：東京)

調査報告書全文： http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/report/MA2010-4-1_2009tk0001.pdf

Ａ船の概観（船首側）

推定航行経路図

事故発生場所

[平成２１年１月１１日１０時１７分ごろ発生]
大飛島

小飛島

真鍋島

六島

真鍋港

六島灯台

前浦港

湛江港

天神鼻

広島県

岡山県

香川県
備後灘

真鍋島

風向 西
（事故発生時）

風速約１０m/s

波 西南西

波高約１ｍ
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(2) 事故発生に至る経過

① 船長Ａは、第 1 便復路において、真鍋島の天神鼻を左に見て左転した後、Ａ船が縦に動揺

することを予測して往路より機関回転数 100rpm 下げた約 1,500rpm とし、針路を約 210°に

定めたところ、波高約 1.0ｍの西南西からの波が連続して発生している海域に入り、波を右

舷前方から受けるようになって縦に動揺し始めた。しかし、大きく縦に動揺することはない

と思い込み、針路、機関回転数を保持して航行を続けたものと考えられる。なお、本件航路

では、毎年 12 月から 1 月にかけて、運航基準を超える西寄りの風及び波が発生する傾向が

あるものと考えられる。

② Ａ船は、真鍋島南西沖を前浦港に向けて航行中、本件大波※に遭遇して船首が波の頂きを

越えて波間に落ち、それまで、縦に動揺していたのに比べて、さらに大きく縦に動揺した際、

前部客室の右舷最前部のいすに座っていた旅客Ａ及び旅客Ｂが慣性により、いすから浮いて

離れた後、いすに自由落下した衝撃で腰椎を圧迫骨折したものと考えられる。

※「本件大波」とは、真鍋港から前浦港に至る航海時間の半分より手前ごろ、波の頂きに乗った船首が波間

に落ちた際に、船長Ａがこれは大きな波だと感じた波のことをいい、真鍋港出港後に出会っていた波（約 1.0m）

の 1.5 倍くらいの高さであり、事故当日の航行でもっとも大きい波であった。

(3) 気象及び海象に関する解析

① 気象及び海象の状況

事故当時、事故発生場所付近では、風向西、風速約 10m/s、波の周期は明らかでないもの

の、波高約 1ｍの西南西からの波が連続して発生していたものと考えられる。

また、船長Ａは、真鍋港を出港した後、目視で六島の中央に向けて航行したことから、6,000

ｍ以上の視程があったものと考えられる。

② 本件大波の発生に関する解析

事故発生場所付近では、波高約 1ｍの西南西からの波が連続して発生しており、波高約 1.0

ｍ以上の本件大波を含む波が一定の割合で発生していた可能性があると考えられる。

(4) 旅客への安全情報の提供に関する解析

① 船長Ａ及び甲板員Ａは、船体が大きく縦に動揺することはないと思い、乗船後の旅客に対

して、波により船体が縦に動揺することについてアナウンスをしなかったものと考えられる。

② 船長Ａ及び甲板員Ａは、旅客に対し、縦に動揺する度合いが少ない前部客室の後方又は中

央部客室及び後部客室への移動を促すアナウンスを行うことにより、旅客の負傷リスクを低

減することができた可能性があると考えられる。

③ 甲板員Ａは、乗船前、桟橋で並んで乗船する旅

客に対して、波があるので後部側の客室に乗るよ

うアナウンスをしたと口述しているが、旅客は、

アナウンスがあったことを記憶していなかった

ことから、アナウンスを行わなかった又はアナウ

ンスを行ったが声が届かなかった可能性がある

と考えられる。 前部客室（右舷側）
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３．事故の原因

本事故は、Ａ船が、波高約 1ｍの西南西からの波が連続して発生している真鍋島南西沖を前

浦港に向けて航行中、右舷前方から波を受けながら針路約 210°、機関回転数約 1,500rpm を保

持していたため、本件大波に遭遇して船首が波の頂きを越えて波間に落ち、それまでの縦の動

揺に比べて船体が、さらに大きく縦に動揺した際、前部客室の右舷側最前部に座っていた旅客

2 人が慣性によりいすから浮いて離れた後、いすに自由落下した衝撃で腰椎を圧迫骨折したこ

とにより発生したものと考えられる。

Ａ船が右舷前方から波を受けながら針路約 210°、機関回転数約 1,500rpm を保持していたの

は、船長Ａが、この針路及び機関回転数に定めた際に、波高約 1.0ｍの西南西からの波を右舷

前方に受けるようになり、船体が縦に動揺し始めたが、大きく縦に動揺することはないと思い

込んだことによるものと考えられる。

Ａ船が、本件大波に遭遇したのは、波高約 1.0ｍの波が連続して発生している海域を航行し

ていたが、この海域では波高約 1.0ｍ以上の本件大波を含む波が一定の割合で発生していたこ

とによる可能性があると考えられる。

船長Ａは、復路は往路に比較して機関回転数を 100rpm 下げて航行したが、船体が縦に動揺し

始めた際、動揺を低減することができる機関回転数又は針路を選択していれば、本事故の発生

を防止できた可能性があると考えられる。

船長Ａ及び甲板員Ａは、旅客に対し、縦に動揺する度合いが少ない前部客室の後方又は中央

部客室及び後部客室への移動を促すアナウンスを行うことにより、旅客の負傷リスクを低減す

ることができた可能性があると考えられる。

また、前部客室に、座席から天井まで届く手すりが装備されていれば、旅客がいすから浮い

た際に、手すりにつかまることにより身体を支え、負傷リスクを低減することができた可能性

があると考えられる。

Ｂ社は、Ａ社の旅客船を 20 年以上用船しており、Ａ社が本件航路の航行経験が豊富でその間

に事故がなかったことから、今回の用船に際しても、これまでと同様に運航基準を変更しなかっ

た。しかしながら、Ａ船を荒天による欠航が発生する傾向がある 1 月に用船したのは、初めて

のことであり、大きさの異なるＡ船を 1 月に用船する際に安全管理規程を見直さなかったこと

が、事故の発生に関与した可能性があると考えられる。

後部客室 中央部客室及び操縦席

旅客Ｃ：旅客着席位置 旅客Ｅ 旅客Ｄ

前部客室

船長Ａ旅客Ｆ旅客Ｇ

旅客Ｈ 甲板員Ａ 旅客Ｂ（負傷） 旅客Ａ（負傷）旅客Ｉ

旅客室の配置及び着席状況
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１．事故の概要

① 発生日時：平成 20 年 10 月 23 日（木）

04 時 52 分ごろ

② 発生場所：沖縄県水
みん

納
な

島
しま

南方沖

③ 船舶事故の概要：

貨物船しゅり（Ａ船、9,813トン）は、船長

Ａ及び航海士Ａほか9人が乗船し、那覇港に向

けて南進中、また、漁船航平丸（Ｂ船、14.73

トン）は、船長Ｂ及び操船者Ｂほか4人が乗船

し、沖縄県最北端の硫黄
い お う

鳥
とり

島
しま

付近の漁場に向

けて北進中、同県水納島南方沖において両船

が衝突した。

Ｂ船は、3人が死亡し、船体が分断され、船

首及び船体中央部分が転覆し、船尾部分が水

没した。

Ａ船には、船首部に擦過傷が生じたが、死

傷者はいなかった。

④ 調査報告書公表日：平成22年4月23日

２．調査の結果

(1) 船長の操船指揮及び船橋当直体制

① Ａ船の安全管理規程では、狭い水道では船長が操船を指揮する

ように定められていたが、船長Ａは、伊江水道等では経験豊富

な航海士Ａが当直であり、船舶がふくそう
・ ・ ・ ・

しているところでは

ないと思ったので、操船を指揮せず、航海士Ａに任せていたも

のと考えられる。

② 船長Ｂは、操船者Ｂが操縦免許を取得していないことを知って

いたが、単独当直を任せていたものと考えられる。船長Ｂは、

操船者Ｂに対して航法等について十分に指導を行っておらず、

また、操船者Ｂは、航法等について十分に理解していなかった

可能性があると考えられる。

(2）見張り及び操船等の状況に関する解析

① Ａ船

・航海士Ａは、昼間信号灯により発光信号を2度行うとともに、汽笛により長音1回の注意

喚起信号を2度行ったが、汽笛による警告信号を行わなかったものと考えられる。夜間にお

推定航行経路図

Ａ船船橋の状況

船舶３ 夜間、那覇港に向けて航行中の貨物船と漁場に向けて航行中の漁船が衝突
（貨物船しゅり漁船航平丸衝突） (管轄：東京)

調査報告書全文：http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/report/MA2010-4-2_2010tk0003.pdf

付図１ 推定航行経路図
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ける発光信号は有効ではあるが、早期に汽笛による警告信号を行っていれば、船長Ｂが汽笛

音を聞いて目が覚め、衝突を回避することができた可能性があったと考えられるので、汽笛

信号を行うことが望ましい。

・航海士Ａは、Ｂ船の動静監視及び発光信号の発信に意識を集中していたので、大幅に減

速し又は停止して衝突を避けることを思い付かなかったものと考えられる。

② Ｂ船

・操船者Ｂは、操舵室左舷側のいすに腰を掛けて上段のレーダー

とGPSプロッターの間から前方の見張りを行っていたものと考え

られる。

・操船者Ｂは、いつも自動操舵装置の針路設定つまみを回して針

路を変えていたので、手動操舵に切り換えることを思い付かず、

針路設定つまみを左に約2～3°ずつ回して針路を変えることに

より、衝突を避けようとしたものと考えられる。

・船長Ｂが、操船者Ｂに対して、他船との接近時に報告するよう

に指示していれば、Ａ船と接近した際に操船を指揮することがで

き、Ａ船との衝突を避けることができた可能性があると考えられ

る。

３．事故の原因

本事故は、夜間、沖縄県水納島南方沖において、Ａ船が水納島東方水路を南進中、Ｂ船が水

納島東方水路に向けて北進中、Ａ船が、接近するＢ船を避けようとして、約19knの速力で航行

しながら、右に約10°だけの針路変更を行い、また、Ｂ船が、接近するＡ船を避けようとして、

約9knの速力で航行しながら、約2～3°の左への針路変更を繰り返し自動操舵で行ったため、両

船が衝突したことにより発生したものと考えられる。

Ａ船が約19knの速力で航行しながら、右に約10°だけの針路変更を行ったのは、航海士Ａが、

発光信号を行えば、Ｂ船が右転してＡ船を避けてくれることを期待し、Ｂ船に対する動静監視

及び発光信号の発信に意識を集中していたことから、接近するＢ船との衝突を避けるため、右

舵をとる時期が遅れ、また、大幅に減速し又は停止して衝突を避けることを思い付かなかった

ことによるものと考えられる。

Ｂ船が約9knの速力で航行しながら、約2～3°の左への針路変更を繰り返し自動操舵で行った

のは、操船者Ｂが、Ａ船と右舷を対して通過できるものと思い込み、適切な見張りを行ってい

なかったことから、Ａ船と進路が交差していることに気付いた際、衝突の危険を感じてパニッ

ク状態となり、右転するにはＡ船との距離が近過ぎるので左転して避けようとしたが、手動操

舵にすることを思い付かず、また、大幅に減速し又は停止することも思い付かなかったことに

よるものと考えられる。

４．所 見

船員の教育及び養成並びに漁業に関係する行政機関等に対し、適切な操縦免許を有した船長

による実効的な指揮監督の確保について、所見を述べた。

（所見の内容は、資料編「資料 25 平成 22 年に述べた所見」を参照（資料編 37 ページ））

Ｂ船の損傷状況

Ｂ船操舵室下段の

機器の状況
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推定航行経路図

１．事故の概要

① 発生日時：平成 20 年 7 月 22 日（火）07 時 42 分 30 秒ごろ

② 発生場所：関門港関門航路

③ 船舶事故の概要：

貨物船 NORD
ノ ー ド

POWER
パ ワ ー

（Ａ船、パ

ナマ船籍、88,594トン）は、船長

Ａほか19人が乗り組み、関門水先

区水先人2人が乗船し、関門港若

松第5区製鉄戸畑泊地を出港して、

戸畑航路から関門航路の六連
む つ れ

島
じま

東方に向けて航行中、また、貨物

船 HAI
ハ イ

YING
イ ン

（Ｂ船、カンボジア

船籍、1,312トン）は、船長Ｂほ

か9人が乗り組み、山口県下関市

六連島東方の錨地を抜錨し、同港

若松第5区堺川泊地に向けて関門

航路を航行中、関門航路内におい

て衝突した。

Ａ船には、船首部の凹損などが生じ、Ｂ船には、右舷外板にき
．
裂を伴う凹損が生じて貨物

倉などに浸水し、船体が右舷側に傾斜したが、両船とも死傷者はいなかった。

④ 調査報告書公表日：平成 22 年 5月 28 日

２．調査の結果

(1）水先業務に関する解析

① 船長の操船指揮と水先との関係

水先人は、船長に対する単なる助言者としてだけではなく、事実上の操船者の立場にある

と言うことができ、船長は、操船指揮者として、水先人の操船が適当であり、安全に運航さ

れているか否かを監督しなければならないものと考えられる。

事故当時、船長Ａは、操船を指揮し、船長Ａの容認のもとで水先人Ａ２が操船に当たって

おり、水先人Ａ１が水先人Ａ２の補佐についていたものと考えられる。

② 水先人 2 人の役割分担

操船に当たる主水先人は、主として操船、タグボートの使用等に当たり、これを補佐する

副水先人は、見張り、船位の確認、関門マーチスや他船との交信・情報等の入手・報告等を

行うことになるが、関門水先人会では、水先人Ａ１及び水先人Ａ２に対し、2 人乗りの場合

の役割分担及び相互の連携について周知徹底していなかった。

船舶４ 関門航路内において、パナマ船籍の貨物船とカンボジア船籍の貨物船が衝突
（貨物船 NORD POWER 貨物船 HAI YING 衝突） (管轄：東京)

調査報告書全文：http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/report/MA2010-5-1_2008tk0003.pdf

[平成 20年 7 月 22日 07 時 42分 30 秒ごろ発生]

北九州市
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③ Ａ船船橋内での情報の活用及び共有並びに連携

水先人Ａ１及び水先人Ａ２は、船長Ａからパイロットカードを受け取り、パイロットイン

フォーメーションカードを船長Ａに渡した際、水先の方法等の概要を説明したが、船長Ａか

らは質問や指示はなく、水先をゆだねられた。その後、船長Ａは、衝突前に水先人Ａ２とほ

ぼ同時に全速力後進を指示するまで、操船に関する指示等は行わなかったものと考えられる。

両水先人は、船長Ａに対してタグボートとの交信内容及びＢ船の避航方法等を報告せず、

また、船長Ａに対する適切な助言を行わなかったものと考えられる。

船長Ａは、水先人Ａ１及び水先人Ａ２に操船を任せており、水先人の適切な助言がなかっ

たので、適切な操船指揮をとらなかったものと考えられる。

Ａ船船橋内においては、情報の活用及び共有並びに相互の連携が、十分に行われていな

かったものと考えられる。

④ Ａ船とＢ船との間の意思疎通

両水先人は、タグボートを介してＢ船に増速の

協力を要請し、これに対してＢ船は、同要請を理解

してこれを受け入れており、この点については意思

の疎通が図られていた。また、Ａ船及びＢ船は、い

ずれも AIS により船名等を知ることができたので、

VHF により交信して相互の操船の意図を確認するこ

とができる状況であったが、交信は行われなかった。

本事故におけるＡ船のような大型船にあっては、航路内で避航動作をとるにしても、迅速

かつ大幅な避航動作をとることは容易なことではないことから、互いに航路内で出会う又は

接近する事態を生じさせないようにすることが大切であり、Ｂ船のような関門航路航行船に

対しても、必要に応じ協力要請を行ってきた。そのために、タグボートを介して他船と意思

の疎通を図ることは、有効な手段となっているが、外国船とは言語の問題もあり、意思の疎

通に欠けるおそれもあることから、必要に応じ、両船が直接 VHF で交信して相互の意思を確

認することが望ましい。

(2）航法に関する解析

Ａ船及びＢ船に適用される航法は、次のとおりであったものと考えられる。

① 適用される主な航法規定

本事故は、港則法の特定港である関門港の関門航路内において発生し、Ａ船及びＢ船は、

いずれも港則法第 18 条に定める小型船又は雑種船以外の船舶であり、両船は関門航路にお

いて出会うおそれのある態勢で接近していたことから、港則法施行規則第 38 条第 1 項第 7

号並びに海上衝突予防法第 16 条及び第 17 条の規定が適用される。

② Ａ船

戸畑航路を航行するＡ船は、港則法施行規則第 38 条第 1 項第 7号の規定により、関門航

路を航行するＢ船の進路を避けなければならない。また、Ａ船は、避航船として、できる限

り早期に、かつ、大幅に動作をとらなければならない。

Ａ船船体
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③ Ｂ船

Ｂ船は、Ａ船がＢ船の進路を避けなければならないことから、Ｂ船には、海上衝突予防法

第 40 条の規定により、同法第 17 条（保持船）の規定が適用され、同条第 1 項の保持船とし

て、針路及び速力を保たなければならず、また、同条

第 3 項により、Ｂ船は、Ａ船と間近に接近したため、

Ａ船の動作のみでは衝突を避けることができないと

認める場合は、衝突を避けるための最善の協力動作を

とらなければならない。

３．事故の原因

本事故は、関門港において、Ａ船が戸畑航路から関門航路に向けて北進中、Ｂ船が関門航路

を東進中、Ａ船が、関門航路内で出会うおそれがあるＢ船の進路を避けず、同一針路で増速を

続けて航行し、また、Ｂ船が、Ａ船と間近に接近し、Ａ船の動作のみではＡ船との衝突を避け

ることができない状況となったことに気付かなかったため、関門航路にほぼ沿う針路としてほ

ぼ同一速力で航行し、両船が衝突したことにより発生したものと考えられる。

Ａ船が関門航路内で出会うおそれがあるＢ船の進路を避けなかったのは、水先人Ａ２が、事

実上の操船指揮を行っていた際、Ｂ船に増速要請を行うことで、Ｂ船が増速してＡ船の前方を

通過するものと思い込んでいたこと、及び船長Ａが適切な操船指揮を行わなかったことによる

ものと考えられる。

水先人Ａ２が、Ｂ船に増速要請を行うことで、Ｂ船が増速してＡ船の前方を通過するものと

思い込んでいたのは、通常、要請に対しては、各船が応じてくれていたことによるものと考え

られる。

船長Ａが適切な操船指揮を行わなかったのは、水先人から適切な助言が行われなかったこと、

並びに船橋内における情報の活用及び連携等が適切に行われなかったことによるものと考えら

れる。

関門水先人会が、水先人2人乗船時の役割分担及び相互の連携について、両水先人に周知徹底

していなかったことは、本事故の発生に関与した可能性があると考えられる。

Ｂ船が、Ａ船と間近に接近し、Ａ船の動作のみでは衝突を避けることができない状況となっ

たことに気付かなかったのは、船長Ｂが、Ｂ船が関門航路を航行しているので、Ａ船が避けて

くれると判断していたことによる可能性があると考えられる。

船長Ｂは、3番船から全速力後進及び右舵一杯の要請を受けたものの、右舷側には灯浮標があ

り、航路外は水深が浅いので、左舵30°を取って衝突を避けようとしたが、以前からの要請に

より増速中であったので、減速せず、例えば、停止するなどの衝突を避けるための最善の協力

動作をとらなかったものと考えられる。

４．所 見

関門水先人会及び日本水先人会連合会に対し、水先人 2 人乗船時の役割分担及び相互の連携

要領の周知徹底等について、所見を述べた。

（所見の内容は、資料編「資料 25 平成 22 年に述べた所見」を参照（資料編 38 ページ））

衝突後傾斜したＢ船船体
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推定航行経路図

第十一大栄丸

１．船舶事故の概要

① 発生日時：平成 21 年 4 月 14 日（火）08 時 05 分ごろ

② 発生場所：長崎県平戸市平戸島西方沖

③ 船舶事故の概要：

漁船第十一大栄丸（135トン）は、船長、漁ろう長ほ

か乗組員20人が乗り組み、長崎県平戸市平戸島西方沖を

東シナ海の漁場に向けて航行中、08時05分ごろ転覆

し、08時30分ごろ沈没した。

乗組員22人のうち、11人が死亡し、1人が行方不

明になり、10人が救助されたが、発熱、肺炎等で全

員入院した。

本船は、後日引き揚げられたが、全損となった。

④ 調査報告書公表日：平成22年5月28日

２．調査の結果

(1) 転覆及び沈没の状況

本船は、北北東～北東からの第 1 波の頂に船尾が追い越されて左舷側に傾き、数秒後、北

～北北東からの第 2 波が船尾を追い越す際に船尾が波の前面に突き刺さるようになって海水

が後部甲板に打ち込むとともに、約 15秒後、第 2 波の頂が船体を追い越すとき、右舷側に大

傾斜したため、前進の増速、右舵一

杯としたところ、第 2 波の背面の斜

面を滑り落ちるように右傾斜を増し

ながら右旋回し、右舷ブルワーク上

端が海水に没して約 180°近く回頭

したとき、転覆したものと考えられ

る。その後、本船は、北北東からの

風及び波により右旋回しながら、徐

々に船首から沈下して船首を南南西

～南西方に向けて、垂直に近い態勢

となり沈没したものと考えられる。

(2) 事故発生の要因

① 船長及び漁ろう長が、第 1 波に遭遇する前に、大きく減速するなどの操船を確実に行わな

船舶５ 漁場に向けて航行中のまき網漁船が転覆し、乗組員 12 人が死亡・行方不明
（漁船第十一大栄丸転覆） （管轄：東京）

調査報告書全文：http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/report/MA2010-5-2_2009tk0006.pdf

転覆の経過概略図
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かったことは、本船が第 2 波の頂に乗って復原力が減少したことに関与した可能性があると

考えられる。

② 船長及び漁ろう長が、これまでより高い波が接近するのを認めた際、転覆するおそれのあ

る急迫した状況になるとの予測ができなかったこと、又は斜め追い波中のブローチングや復

原力減少等の航行の危険性やそれを回避する方法を熟知していなかったことは、大きく減速

するなどの操船を確実に行わなかったことに関与した可能性があると考えられる。

③ 本船は、暴露甲板上に多くの重量物があり重心が高いこと、乾舷が小さいこと等の復原

性を悪化させる要因を有していたことが、大傾斜して復原することができなかったことに

関与した可能性があると考えられる。

④ 本船は、大中型まき網漁業に係る漁業法

に基づく総トン数の上限である 135 トンの

範囲内で、まき網漁法の作業性及び効率性

の向上のため、暴露甲板上に大重量の網や

漁ろう設備等を配置したうえで、広い作業

スペースを確保しようとしたことから、上

記③のような復原性を悪化させる要因を有

することとなったものと考えられる。

３．事故の原因

本事故は、本船が、平戸島西方沖において、右舷後方からの追い波の中を航行中、第1波に続

いて第2波を受けた際、船体が波の頂に乗って復原力が減少したため、第2波を受けたときに打

ち込んだ海水が上甲板右舷側に移動して滞留するとともに、積載した網が移動して右舷側への

大傾斜が生じ、傾斜を復原しようと右旋回を続けて傾斜が増大して右舷ブルワーク上端が没水

し、復原することができずに転覆したことにより、発生したものと考えられる。

本船が第2波の頂に乗って復原力が減少したのは、船長及び漁ろう長が、大きく減速するなど

の操船を確実に行わなかったことが関与したことによる可能性があると考えられる。

船長及び漁ろう長が、大きく減速するなどの操船を確実に行わなかったのは、これまでより

も高い波が接近するのを認めた際、転覆するおそれのある急迫した状況になるとの予測ができ

なかったこと、又は斜め追い波中の航行の危険性やそれを回避する方法を熟知していなかった

ことが関与したことによる可能性があると考えられる。

本船が、大傾斜して復原することができなかったのは、乾舷が小さいこと、重心が高いこと、

及び船型が瘠せていることなどが関与したことによるものと考えられる。

本船の乾舷が小さく、重心が高く、船型が瘠せているのは、総トン数の範囲内で暴露甲板上

に大重量の網や漁ろう設備等を配置したうえで、広い作業スペースを確保しようとしたことに

よるものと考えられる。

４．所 見

長崎県及び水産庁に対し、まき網船に対する安全対策について、所見を述べた。

（所見の内容は、資料編「資料 25 平成 22 年に述べた所見」を参照（資料編 39 ページ））

網船の重量物と予備浮力範囲
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２ 勧告、意見等の概要

平成 22 年の意見は 1 件であり、その概要は次のとおりです。

(1) 意見（1 件）

○ 複数の事故調査等の結果に基づき、平成 22 年 5 月 28 日、居眠りによる船舶事故の発

生を防止するため、国土交通大臣に対して、以下のとおり意見を述べた。

居眠りによる船舶事故（以下、「居眠り船舶事故」という。）の発生状況を踏まえ、以

下の事項に総トン数500トン未満の内航船等を含め、居眠り防止装置の義務化等の居眠り

防止のための施策を検討すべきである。

① 居眠り船舶事故は、船舶事故の約10％を占め、乗揚においては約23％を占めている。

② 居眠り船舶事故は、総トン数500トン未満の船舶が約96％を占めている。

③ 居眠り船舶事故は、漁船が最も多く、次いで貨物船となっており、これらの船種が

約86％を占めている。

④ 居眠り船舶事故は、単独当直にて、自動操舵装置を使用し、いすに座った状況で多

く発生している。

⑤ 居眠り船舶事故では、その発生要因として、疲労、寝不足、気の緩みや、わずかで

はあるが薬の服用、睡眠時無呼吸症候群等の疾患等が確認された。

⑥ 居眠り船舶事故の船舶には、居眠り防止装置を設置したものは少なく、設置されて

いた船舶でも電源を切っているものもあった。

なお、居眠り船舶事故の発生状況は、平成16年1月から平成22年3月までに公表された船

舶事故調査報告書等による。
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３ 船舶事故等調査の状況

平成 22 年において取り扱った船舶事故等調査の状況は、次のとおりです。

船舶事故は、平成 21 年から調査を継続したものが 812 件、平成 22 年に新たに調査対象となっ

たものが 1,186 件あり、このうち、調査報告書の公表を 1,165 件、経過報告を 1 件行い、825

件が平成 23 年へ調査を継続しました。

また、船舶インシデントは、平成 21 年から調査を継続したものが 99 件、平成 22 年に新たに

調査対象となったものが 144 件あり、このうち、報告書の公表を 130 件行い、101 件が平成 23

年へ調査を継続しました。

公表した調査報告書 1,295 件のうち、所見は 18 件となっています。

平成22年における船舶事故等調査取扱件数

（件）

区 別
21年

から

継続

22年に

調査対象

となった

件 数

非該当

件数等

東京

への

移行

計
公表した

調査

報告書

（勧告）
（安全

勧告）
（意見） （所見）

23年

へ

継続

（経過

報告）

船舶事故 812 1,186 △8 0 1,990 1,165 (0) (0) (0) (18) 825 (1)

東 京

（重大なもの）
19 14 16 49 22 (14) 27 (1)

地 方

（重大なもの以外）
793 1,172 △8 △16 1,941 1,143 (4) 798

船舶

インシデント
99 144 △12 0 231 130 (0) (0) (0) (0) 101 (0)

東 京

（重大なもの）
0 1 1 0 1

地 方

（重大なもの以外）
99 143 △12 230 130 100

合 計 911 1,330 △20 0 2,221 1,295 (0) (0) (0) (18) 926 (1)

（注）１．非該当件数等は、調査等の結果、設置法第2条にいう事故等に該当しないとされた件数などである。

２．東京への移行は、調査等の結果、重大なものとされ、地方管轄から東京管轄に変更となった件数である。

３．個別の事故調査による意見については0件であるが、複数の事故調査等の結果から述べた意見が1件ある。（68

ページ参照）

４ 調査対象となった船舶事故等の状況

(1) 事故等種類

平成22年に調査対象となった船舶事故等1,330件を事故等種類別にみると、船舶事故では、

乗揚 360 件、衝突 333 件、衝突（単）189 件、死傷等 150 件などとなっており、船舶インシ

デントでは、運航不能 84 件（機関損傷 69 件、燃料不足 3 件等）、運航阻害 42 件、座洲 18

件などとなっています。また、衝突（単）の対象物は、岸壁 49 件、防波堤 29 件、灯浮標等

27 件、桟橋 19 件などとなっています。
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平成22年に調査対象となった船舶事故等に係わる船舶の種類別隻数

(2) 船舶の種類

船舶事故等に係わった船舶は 1,859 隻あり、船舶の種類別にみると、漁船 547 隻、貨物船

462 隻、プレジャーボート 332 隻、旅客船 103 隻、引船 74 隻などとなっています。漁船、貨

物船及びプレジャーボートの3船種の合計は1,341隻で、全体のほぼ7割強を占めています。

また、船舶事故等に係わった外国籍船舶の隻数は 132 隻あり、事故種類別をみると、衝突

82 隻、乗揚 22 隻、衝突（単）10 隻などとなっています。船舶の船籍等をみると、パナマ 46

隻、韓国 31 隻、カンボジア 18 隻、中国 6 隻などとなっており、アジアの国及び地域で 67

隻、約 50％を占めています。

船舶の国籍等の状況
（隻）

333 189 360

沈没, 14

20

50

38

爆発, 3

29
150

84

18

安全阻害, 0

42

0 500 1000 1500

船 舶

インシデン

ト

(144件)

船 舶 事 故

(1,186件)

平成22年に調査対象となった船舶事故等種類別件数

衝突 衝突(単) 乗揚 沈没 浸水
転覆 火災 爆発 施設等損傷 死傷等
運航不能 座洲 安全阻害 運航阻害

パナマ 46 シンガポール 4 ベトナム 2

韓国 31 香港 3 ツバル 2

カンボジア 18 ベリーズ 3 マーシャル諸島 2

中国 6 フィリピン 2 その他 13 合計 132

(件)

(隻)
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(3) 死亡、行方不明及び負傷者

死亡、行方不明及び負傷者は、483 人であり、その内訳は、死亡が 119 人、行方不明が 30

人、負傷が 334 人となっています。船舶の種類別では、漁船 191 人、プレジャーボート 177

人などとなっており、事故種類別では、死傷等（他の事故種類に関連しないもの）177 人、

衝突 147 人、衝突（単）71 人、沈没・転覆 53 人などとなっています。

また、死亡及び行方不明者は、漁船 89人、プレジャーボート 33 人、貨物船 15 人などとなっ

ており、漁船での死亡・行方不明が多く発生しています。

平成 22 年 1 月に長崎県福江島沖で漁船が沈没し、乗組員 10 人が死亡した事故、同年 5 月

に宮崎県細島港付近で貨物船が乗り揚げ、3 人が死亡、1 人が行方不明となった事故、同年 6

月に静岡県浜名湖でカッターが転覆し、生徒 1 人が死亡した事故など、多くの人命が失われ

る痛ましい事故が発生しています。

死傷・行方不明及び負傷者の状況（船舶事故）

（人）

平 成 22 年

区 分
死 亡 行方不明 負 傷

合 計
船員 旅客 その他 船員 旅客 その他 船員 旅客 その他

旅客船 1 0 0 0 0 0 12 13 0 26

貨物船 10 0 3 2 0 0 14 0 10 39

油送船 1 0 0 0 0 0 3 0 0 4

漁 船 63 0 4 21 0 1 93 0 9 191

遊漁船 0 2 1 0 0 0 2 7 10 22

プレジャー
ボート 9 0 18 5 0 1 47 0 97 177

その他 2 0 5 0 0 0 2 3 12 24

合計
86 2 31 28 0 2 173 23 138

483
119 30 334

５ 公表した船舶事故等調査報告書の状況

平成 22 年に公表した船舶事故等の調査報告書は 1,295 件(1 件の報告書において複数の事故

を調査対象とした案件が含まれているため、事故等の合計数は 1,300 件)であり、その内訳は、

船舶事故 1,170 件（うち、重大事故 23 件）、船舶インシデント 130 件となっています。

事故等種類別にみると、船舶事故では、乗揚 363 件、衝突 329 件、死傷等 161 件、衝突（単）

151 件などとなっており、船舶インシデントでは、運航不能 83件（機関損傷 66 件、燃料不足 4

件、舵故障 3 件等）、運航阻害 31 件、座洲 16 件となっています。

また、衝突（単）の対象物は、岸壁 54 件、防波堤 32 件、灯浮標 13 件、桟橋 12 件などとなっ

ています。
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平成22年に報告書を公表した

船舶事故（1,170件）

また、船舶の種類別にみると、船舶事故等に係わった船舶は 1,768 隻あり、船舶事故では、

漁船 526 隻、貨物船 392 隻、プレジャーボート 264 隻、押船 68 隻、引船 64 隻、旅客船 49 隻な

どとなっており、船舶インシデントでは、漁船 60 隻、貨物船 25 隻、旅客船 12 隻、プレジャー

ボート 11 隻、油送船 6 隻などとなっています。全体の船舶では、漁船、貨物船及びプレジャー

ボートの 3 船種の合計は 1,278 隻で、全体のほぼ 7 割強を占めています。

船舶の種類別隻数（平成 22 年）
（隻）

なお、平成 22 年に公表した重大な船舶事故の調査報告書は次のとおりです。

公表した重大な船舶事故の調査報告書（平成22年）

No. 公表日 発生年月日 事 故 名 発 生 場 所 死 傷 等

1 H22.1.29 H20.10.8

漁船第二十二事代丸

水産練習船わかしまね

衝突

鳥取県境港

鳥取県境港市境港防波堤

灯台から真方位351°175m

付近

負傷2人

（わかしまね実習生1

人、乗組員1人）

2 H22.3.26 H20.11.4 台船◇Ｈ 2500爆発

福岡県北九州市門司区関

門港田野浦区太刀浦1号岸

壁

負傷1人

（作業員1人）

3 H22.3.26 H20.11.16
交通船うつみ

衝突（防波堤）

岡山県玉野市宇野港第2突

堤防波堤

讃岐寺島灯台から真方位

311゜1,740m付近

負傷7人

（乗組員1人、乗船者6

人）

区 分 旅客船 貨物船 油送船 漁船 引船 押船 作業船 台船 はしけ 交通船 遊漁船 瀬渡船
ﾌﾟﾚ

ｼﾞｬｰ
ﾎﾞｰﾄ

公用船 その他 計

船舶事故 49 392 50 526 64 68 29 47 43 8 34 5 264 29 24 1,632

船舶

インシデント
12 25 6 60 5 3 1 4 1 1 2 1 11 4 0 136

計 61 417 56 586 69 71 30 51 44 9 36 6 275 33 24 1,768

構成比
3.5

%
23.6

%
3.2

%
33.1

%
3.9

%
4.0

%
1.7

%
2.9

%
2.5

%
0.5

%
2.0

%
0.3

%
15.6

%
1.9

%
1.3

%
100.0

%

83

31

16

0

50

100

150

運航不能 運航阻害 座洲

平成22年に報告書を公表した

船舶インシデント（130件）
(件) (件)
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No. 公表日 発生年月日 事 故 名 発 生 場 所 死 傷 等

4 H22.3.26 H21.1.12

引船第八きさ丸

台船Ｎo.503

沈没

和歌山県白浜町市江埼南

西方沖

市 江 埼 灯 台 か ら 真 方 位

239°14.3海里付近

行方不明3人

（第八きさ丸乗組員）

5 H22.4.23 H21.1.11
旅客船さかもと3

旅客負傷

岡山県笠岡市真鍋島南西

沖

六島灯台から真方位030°

4,530m付近

負傷2人（旅客）

6 H22.4.23 H20.5.3

貨物船しゅり

漁船航平丸

衝突

沖縄県水納島南方沖

水 納 島 灯 台 か ら 真 方 位

174°1.20海里付近

死亡3人

（航平丸乗組員）

7 H22.4.23 H21.2.22
遊漁船ユニコーン

衝突（防波堤）

千葉県袖ヶ浦市北袖椎津2

号防波堤

袖ヶ浦東京ガスシーバー

ス 灯 か ら 真 方 位 077 °

3,100m付近

負傷3人

（旅客2人、乗組員1人）

8 H22.5.28 H20.7.22

貨物船NORD POWER

（パナマ）

貨物船HAI YING

（カンボジア）

衝突

関門港関門航路

台 場 鼻 灯 台 か ら 真 方 位

185°1,630m付近

なし

9 H22.5.28 H21.4.14
漁船第十一大栄丸

転覆

長崎県平戸市平戸島西方

沖

生月大橋橋梁灯（Ｃ1灯）

から真方位243°9.1海里

付 近 （ 概 位 北 緯 33°

17.0′東経129°16.6′）

死亡10人（乗組員）

行方不明1人（乗組員）

10 H22.7.30 H21.1.20

貨物船SUN GRACE

（パナマ）

貨物船盛進丸

衝突

来島海峡航路(来島海峡西

水道)

小 島 東 灯 標 か ら 真 方 位

068°450m付近

なし

11 H22.7.30 H21.4.26

モーターボートアサヒ

チャージャー115

浸水

滋賀県近江八幡市沖島南

西沖

沖之島村二等三角点から

真方位231°2,100m付近

なし

12 H22.7.30 H21.7.7

旅客船セブンアイラン

ド虹

火災

東京都大島町元町港

元町港突堤灯台から真方

位018°80m付近

なし

13 H22.8.27 H21.10.19
旅客船えれがんと1号

火災

長崎県平戸市平戸島の南

方

尾 上 島 灯 台 か ら 真 方 位

140°5,000m付近

なし

14 H22.8.27 H21.5.28 漁船第31大漁丸転覆

徳島県美波町阿瀬比ノ鼻

北東方沖

阿瀬比ノ鼻灯台から真方

位086°550m付近

行方不明1人（乗組員）

負傷2人（乗組員）

15 H22.8.27 H21.7.15

ば ら 積 貨 物 船 HANJIN

BRISBANE（韓国）

乗揚

播磨灘鹿ノ瀬

淡路市江埼灯台から真方

位259°11海里付近

なし
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No. 公表日 発生年月日 事 故 名 発 生 場 所 死 傷 等

16 H22.10.29

H21.4.3

貨物船MAY STAR（パナマ）

漁船明神丸

衝突

広島県尾道市細島北方沖

長太夫礁灯標から真方位

321°630m付近

なし

H21.4.3
貨物船MAY STAR（パナマ）

乗揚

広島県尾道市細島北方沖

長太夫礁灯標から真方位

158°200m付近

なし

17 H22.10.29 H21.7.24

旅客船DANS PENTA 1

（ツバル）

乗揚

沖縄県竹富島北西方沖

石垣市琉球観音埼灯台か

ら真方位254°2.8海里付

近

なし

18 H22.10.29 H21.9.19
釣船うしお丸

転覆

来島海峡中水道

ナガセ鼻灯台から真方位

118°380m付近

なし

19 H22.10.29 H21.11.28

貨物船第七住力丸

漁船大業丸

衝突

備讃瀬戸東航路

香川県高松市男木島灯台

から真方位266°2.3海里

付近

負傷1人

（大業丸乗組員）

20 H22.10.29 H21.8.27
油送船第八豊栄丸

乗組員死亡

香川県丸亀市本島港6号防

波堤灯台東方沖の水島航

路

死亡1人（乗組員）

21 H22.11.26 H21.7.28

コンテナ船SONG CHENG

（中国）

乗揚

関門港

台 場 鼻 灯 台 か ら 真 方 位

239°300m付近

なし

22 H22.11.26 H22.4.26
漁船第八浦郷丸

火災

島根県浜田市浜田港北西

方沖

浜田市唐鐘港南防波堤灯

台から真方位319°18.2海

里付近

なし


